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 本レポートに関する照会は、国内経済クラスター・枩村までお願い致します。 
   TEL: 03-3288-4524 

   Mail: matsumura.hideki@jri.co.jp 

（会社概要） 

 

 株式会社 日本総合研究所は、情報システム・コンサルティング・シンクタンクの３機能により顧

客価値創造を目指す知識エンジニアリング企業です。システムの企画・構築、アウトソーシングサー

ビスの提供に加え、 

内外経済の調査分析・政策提言等の発信、経営戦略・行政改革等のコンサルティング活動、新たな事

業の創出を行うインキュベーション活動など、多岐にわたる企業活動を展開しております。 

 

名 称：株式会社 日本総合研究所（http//www.jri.co.jp） 

創  立：1969年2月20日 

資本金：100億円 

従業員：3,385名 

社 長：奥山 俊一 

理事長：柿本 寿明 

東京本社：〒102-0082 東京都千代田区一番町16番   TEL  03-3288-4700600（代） 

大阪本社：〒550-0013 大阪市西区新町1丁目5番8号  TEL  06-6534-5111（代） 



 

１．１～３月期もプラス成長が持続 

 
 2004 年１～３月期の実質ＧＤＰは前期比＋0.8％（年率＋3.2％）と、５四半期連続のプラス

成長率となった見込み。10～12 月期の高成長からの反動で減速を余儀なくされたものの、①

世界的に景気回復傾向が強まるなか、輸出の増勢が持続したこと、②消費マインドの持ち直

しを背景に個人消費が底堅く推移したこと、③製造業を中心に設備投資が回復傾向を続けた

こと、などが景気押し上げ要因として寄与。この推計値を織り込むと、2003 年度の成長率は

＋3.0％になると試算。 
 
【需要項目の動き】 
イ）個人消費 

雇用・所得環境の悪化に歯止めがかかり、消費マインドの改善が明確化するなか、①

乗用車などで比較的価格の高い製品への需要が拡大し始めたこと、②サービス支出が

持ち直したこと、などを背景に増勢が持続。懸念されていたＢＳＥ・鳥インフルエン

ザや天候不順などの影響は軽微にとどまった模様。もっとも、家計調査の消費支出が

サンプル入れ替えなどにより大きく上振れたという要因もあるため、実態以上に強め

に出ている可能性も。 
ロ）住宅投資 

一戸建ての弱含み傾向が続いたものの、貸家や首都圏でのマンション着工が持ち直し

たことから、小幅ながらも２四半期ぶりの増加。 
ハ）設備投資 

急増した 10～12 月期の後にもかかわらず、前期比＋1.8％（年率＋7.2％）と堅調に拡

大。生産・稼働率の回復を受けて、製造業を中心に設備投資意欲が強まったほか、低

迷を続けてきたソフトウエア投資にも回復の兆し。 
ニ）政府支出 

政府消費は、公務員給与の弱含み傾向が続いたものの、医療・介護費の拡大により増

勢が持続。公共投資は、地方を中心に緊縮姿勢が続いたため、８四半期連続の減少。 
ホ）輸出 

世界的に景気回復傾向が強まるなか、高い伸びが持続。とりわけ、アジア向けは、電

子デバイス・音響機器部品などの生産財に加えて、化学製品・一般機械といった内需

向け輸出も大幅に増加。米国向けも特殊産業機械（設備投資向け）、デジタル家電に

牽引されて増加に転じた。 
ヘ）輸入 

米国からの航空機関連輸入の増加という一時的要因に加え、個人消費の持ち直しを反

映して欧州からの自動車輸入も拡大したため、緩やかな増勢が持続。 
 
２．景気は当面、強めの回復傾向が持続 

 
 わが国経済は、製造業主導で始まった景気回復の波が、非製造業や家計へも波及しつつある

ことから、当面は回復傾向が持続する見通し。とりわけ、４～５月の生産計画が極めて強気で

あることから、４～６月期には成長率が再び加速する公算。 
 2004 年度後半には、中国国内での景気引き締めの影響顕在化、制度変更に伴う家計負担の増

加といったマイナス要因があるものの、欧米経済の回復傾向持続、国内民需のモメンタムの強

まり等を勘案すれば、回復ペースは鈍化しながらも、基本的に回復基調を続ける見通し。 
 

以  上 



（株）日本総合研究所 調査部

ＧＤＰ統計予測表＜2004年４月30日時点の公表系列をもとに作成＞

■ 前期比 （％、十億円）
実質ＧＤＰ 名目ＧＤＰ ﾃﾞﾌﾚｰﾀｰ

内需 外需
民需 官公需

個人消費 住宅投資 設備投資 民間在庫 政府消費 公共投資 公的在庫 輸出 輸入
2003/ 1 ～ 3 0.5 0.5 0.8 0.5 ▲ 1.0 2.4 ▲ 26.7 ▲ 0.5 0.3 ▲ 2.9 26.8 306.0 1.1 0.8 ▲ 0.3 －

4 ～ 6 0.9 0.6 1.1 0.3 ▲ 0.2 4.7 ▲ 530.2 ▲ 1.1 ▲ 0.1 ▲ 4.0 63.3 1668.9 1.7 ▲ 1.1 0.4 －
7 ～ 9 0.6 0.5 0.8 0.5 3.3 ▲ 0.0 1432.9 ▲ 0.7 0.9 ▲ 5.3 ▲ 71.3 946.4 3.4 2.6 0.3 －

10 ～12 1.6 1.2 1.6 0.8 ▲ 0.8 6.5 ▲ 1661.1 0.1 0.3 ▲ 0.3 ▲ 72.6 2301.5 5.0 2.1 0.5 －
2004/ 1 ～ 3 0.8 0.6 0.7 0.5 1.2 1.8 ▲ 687.1 0.4 0.7 ▲ 0.5 19.7 1136.3 3.1 2.1 0.6 －

■ 前期比年率 （％、十億円）
2003/ 1 ～ 3 2.1 2.0 3.2 1.9 ▲ 3.9 9.8 － ▲ 2.0 1.2 ▲ 10.9 － － 4.4 3.1 ▲ 1.1 －

4 ～ 6 3.5 2.3 4.4 1.2 ▲ 1.0 20.1 － ▲ 4.3 ▲ 0.5 ▲ 15.1 － － 7.2 ▲ 4.5 1.6 －
7 ～ 9 2.6 1.9 3.4 1.9 13.9 ▲ 0.2 － ▲ 2.9 3.5 ▲ 19.4 － － 14.4 11.0 1.0 －

10 ～12 6.5 4.9 6.3 3.1 ▲ 3.2 28.5 － 0.2 1.0 ▲ 1.3 － － 21.4 8.6 2.0 －
2004/ 1 ～ 3 3.2 2.5 2.7 2.0 4.7 7.2 － 1.8 2.9 ▲ 1.9 － － 12.9 8.5 2.5 －

■ 前年同期比 （％、十億円）
2003/ 1 ～ 3 2.8 2.3 3.3 1.1 ▲ 1.9 4.2 1448.2 ▲ 0.9 1.6 ▲ 6.9 6.8 810.7 12.4 8.2 ▲ 0.4 ▲ 3.1

4 ～ 6 2.3 1.9 2.9 1.0 ▲ 3.2 10.8 269.4 ▲ 1.4 0.8 ▲ 9.2 30.7 581.8 6.6 3.5 0.3 ▲ 2.0
7 ～ 9 2.1 1.3 2.5 0.1 1.4 9.2 390.1 ▲ 2.8 1.0 ▲ 13.5 ▲ 5.4 1081.3 9.8 3.6 ▲ 0.1 ▲ 2.1

10 ～12 3.4 2.5 4.1 2.2 1.0 14.3 ▲ 280.7 ▲ 2.8 1.3 ▲ 12.3 ▲ 25.5 1331.4 11.4 4.2 0.6 ▲ 2.7
2004/ 1 ～ 3 4.3 3.3 4.8 2.2 3.4 13.2 ▲ 337.7 ▲ 1.3 1.8 ▲ 9.2 ▲ 18.5 1493.6 13.9 5.8 2.0 ▲ 2.2

■ 前期比・寄与度 （％）
2003/ 1 ～ 3 0.5 0.5 0.6 0.3 ▲ 0.0 0.4 ▲ 0.0 ▲ 0.1 0.1 ▲ 0.2 0.0 0.1 0.1 ▲ 0.1 － －

4 ～ 6 0.9 0.6 0.8 0.2 ▲ 0.0 0.8 ▲ 0.1 ▲ 0.2 ▲ 0.0 ▲ 0.2 0.0 0.3 0.2 0.1 － －
7 ～ 9 0.6 0.5 0.6 0.3 0.1 ▲ 0.0 0.3 ▲ 0.2 0.1 ▲ 0.3 ▲ 0.0 0.2 0.4 ▲ 0.2 － －

10 ～12 1.6 1.2 1.2 0.4 ▲ 0.0 1.1 ▲ 0.3 0.0 0.0 ▲ 0.0 ▲ 0.0 0.4 0.6 ▲ 0.2 － －
2004/ 1 ～ 3 0.8 0.6 0.5 0.3 0.0 0.3 ▲ 0.1 0.1 0.1 ▲ 0.0 0.0 0.2 0.4 ▲ 0.2 － －

■ 前期比年率・寄与度 （％）
2003/ 1 ～ 3 2.1 1.9 2.4 1.0 ▲ 0.1 1.5 ▲ 0.0 ▲ 0.5 0.2 ▲ 0.7 0.0 0.2 0.5 ▲ 0.3 － －

4 ～ 6 3.5 2.3 3.3 0.6 ▲ 0.0 3.0 ▲ 0.4 ▲ 1.0 ▲ 0.1 ▲ 0.9 0.0 1.2 0.8 0.4 － －
7 ～ 9 2.6 1.9 2.5 1.1 0.4 ▲ 0.0 1.1 ▲ 0.6 0.6 ▲ 1.2 ▲ 0.1 0.7 1.6 ▲ 0.9 － －

10 ～12 6.5 4.8 4.7 1.7 ▲ 0.1 4.3 ▲ 1.2 0.0 0.2 ▲ 0.1 ▲ 0.1 1.7 2.5 ▲ 0.8 － －
2004/ 1 ～ 3 3.2 2.4 2.0 1.1 0.2 1.2 ▲ 0.5 0.4 0.5 ▲ 0.1 0.0 0.8 1.6 ▲ 0.7 － －

■ 前年同期比・寄与度 （％）
2003/ 1 ～ 3 2.8 2.2 2.4 0.6 ▲ 0.1 0.8 1.1 ▲ 0.2 0.3 ▲ 0.5 0.0 0.6 1.3 ▲ 0.7 － －

4 ～ 6 2.3 1.9 2.2 0.5 ▲ 0.1 1.5 0.2 ▲ 0.3 0.1 ▲ 0.5 0.0 0.4 0.8 ▲ 0.3 － －
7 ～ 9 2.1 1.2 1.9 0.1 0.1 1.5 0.3 ▲ 0.6 0.2 ▲ 0.8 ▲ 0.0 0.8 1.1 ▲ 0.3 － －

10 ～12 3.4 2.4 3.1 1.2 0.0 2.1 ▲ 0.2 ▲ 0.6 0.2 ▲ 0.8 ▲ 0.0 0.9 1.3 ▲ 0.4 － －
2004/ 1 ～ 3 4.3 3.2 3.5 1.2 0.1 2.4 ▲ 0.3 ▲ 0.3 0.3 ▲ 0.6 ▲ 0.0 1.1 1.7 ▲ 0.5 － －

（注１）民間在庫、公的在庫、外需の前期比、前年同期比はそれぞれ前期差、前年同期差。
（注２）実績値は、基礎統計の追加、季節調整のかけ直しなどの要因により、内閣府公表の数値とは異なっている。


